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オーストラリアのニュー・サウス・ウエールズ (NewSouth Wales)州(以下、 NSWナト!という)
の土地・環境裁判所 (Landand Environment Court) 4は、 Landand Environment Court Act 1979 
に基づき、 1980年に設置された。土地・環境裁判所の発足に深く関係するのは、 1974年の New










の待遇を受け (9条2項)、長官は、 lndustrialRelations Commissionの長と同格の待遇とされて
いる (9条2A項)。
重要なのは、 12か月以内の任期の臨時裁判官 (actingjudge)である (1条l項)。臨時裁判官は、
2 オーストラリアにおける環境訴訟に関しては、現在ではやや古くなっているが、 BrianJ. Preston， Environmental 
Litigation (Law Book Company， 1989)がある。また、灘境訴訟に関する叙述の箇所は分散されているが、現在の時
点の状況については、 GerryBates，Envi羽1ro叩nme印nt臼alLaw in Au凶1路st臼r叫E
3 世界の環境関係裁判所(審判所を含む)の現状に関する包括的な報告書として、“勺GREENI凹NG JUSTICE 
CREATING AND IMPROVING ENVIROMENTAL COURTS AND TRIBUNALS" (The Access Initiative， 2009) 
なる報告書がある。さらに、研究者による分析として、 George(侭Roωckω)Pring & Catherine (低Ki批t岱t句ωyρ)P計ring，ι
Envir，仰'on削9珂eωntal Courts and Tri伊づイ'ibunalsat the Conjiuωtnce 0/ Hu仰，押manRights 0/ t幼heEnvi:かron押ment"，1日1Oregon Review 
of International Law 301 (2009)がある。
4 土地・環境裁判所の概観とその特色について論じた文献として、 Brian J. Preston， ベBenejits 0/ ludicial 
Specialization in Environmental Law: The Land and Environment Court 0/ New South Wales as a Case Study"， 29 
Pace Envtl. L. Rcv. 396 (2012)を参照。また、士地・環境裁判所の実務を概説したものとして、 NSW Young 
Lawyers， A Practitioner's Guide lo The Land and Environment Courl of NSW 3rd ed. (2009)がある O





























































































































計画・環境裁判所 (Planningand Environment Court)は、長い歴史をもっている8。しかし、






7 Qld 州の計画・環境裁判所に関する包括的説明として、 Judge Michael Rackemann， “'Environmental decision-
making， the rule 01 law and environmental justice --A case study 01 the Planning and E:仰ironmentCourt 01 
Queensland"， [201] RM Theory and Practice 37iJiある。
8 Michael Walton， 'l1n evuluution 01 the administrative luw role 01 the Queensland PlumlIng und Environment 
Courtてhttp://www.nortonrosefullbright.com/knowledge/publications/69259/による。










Government (Planning and Environment) Act 1990により、 Planningand Environment Court 
の名称に改められた (7.3条l項)。





いう「審判所」とは、同法第 2部により設置される「建築・開発審判所 (Building and 













統合計画法は、 12009年持続可能な計画法(SustainablePlanning Act 2009) Jに移行され、現在は、
この法律により計画・環境裁判所が設置されている1。第7章第1部(435条-501条)の見出しが「計
10 Michael Walton. supra note 8による。
1 2014年8月に、「州開発、基盤施設及び計画省」は、 1209年持続可能な計画法」を二つに分解する法案、すなわち、




聞及び環境裁判所 (Planningand Environment Court) Jとされている。基本的に、従前の法状態
が続いているといってよいが、建築・開発審判所が「建築・開発紛争処理委員会 (Building and 


















最後に、 ADRに関する定め (491条以下)が重要である。なぜならば、 ADRが大いに活用され





































































はLandAct 1962に規定され、それがLandAct 1994に引き継がれている O 土地裁判所の管轄に属
する事件は、 LandCourt Actのみにより定められているのではなく、むしろ他の法律により定めら
れていることを確認しておきたい(法5条1項参照)。




Division) と文化遺産・先住民土地利用協定部 (Cultural Heritage and lndigeneous Land Use 
Agreement Division)である (6A条1項)。裁判官は、いずれかの部のメンバーとして指名される
ことも、双方の部の担当として指名されることも可能である (6A条2項・ 3項)。その限りで、裁
13 審査員の母集団を“alarge pool of appointed gencral referccs"ど呼ぶ論者が見られる o Michael Walton， supra 
note 8， p.3. 
14 Land Court of Queensland， Annual Reports 2012-2013， p.2. 
































地評価法 (Land Valuation Act 2010)が定めている。土地裁判所に提起する前に、異議申立て
(objection)の手続が先行する。異議申立人は、異議決定に対して土地裁判所に訴えることができ
16 Aboriginal Cultural Hcritage Act 2003. Torres Strait Islander Cultura1 Heritag巴Act2003. Division 6 B ofthis 
Act 


























上訴院 (Courtof Appeal)に上訴できる場合を除き、最終 (finaland condusive) とされる (71条







18 Land Court of Queensland， Annual Report 2012-2013， p.13. 



















サウス・オーストラリア (South Australia)州(以下、 SA州という)には、「環境・資源・開発














































21 2011-2012年度は、裁判官は2名である (CourtsAdministration Authority Annual report 2011-2012， p.50)。
22 2011-2012年度のMasterは、 3名である (CourtsAdministration Authority Annual report 2011-2012， p.50)。
23 2011-2012年度は、常勤に等しいコミッショナーは3.2名、 sessional commissionerは23名である (Courts
Administration Authority Annual report 2011-2012， p.50)。常勤に等しいコミッショナー とされているのは、フル
タイムの任期なしのコミッショナー 2名、パートタイムの任期なしのコミッショナー2名からなっている (Cour凶
Administration Authority Annual report 2011-2012， p.50)。
































25 この協議は、 compulsory10・minuteconferenceと呼ばれている (CourtsAdministration Authority Annual report 
2011-2012， p.51)。

































































ニュージーランドは、かつては、計画審判所を設置していたが、 Resource Management 
Amendment Act 1996により、環境裁判所 (EnvironmentCourt)を設置した(改正後の247条)270 
環境裁判所は、環境裁判官と環境コミッショナーとから構成される (248条)。環境裁判官は、地区裁
判所裁判官(DistrictCourt J udge)でなければならない (249条1項)。また、補欠環境裁判官(i!ternate
-111-
第53巻第2号 20日年3月















ではない (253条)0 (a)経済・商業及び事業、地方政府並びにコミュニティー、 (b)計画、資源管
理及び遺産保護、(c)自然科学及び社会科学を含む環境科学、 (d)建築学、工学、測量、鉱山技術












27 ニュージーランドの環境裁判所について、簡潔な説明は、 DerekNolan ed. Environmentai & Resource 











法廷の構成は、 (a) 環境裁判官 l 名及び環境コミツショナ~1 名、 (b) 279条29若しくは Part 1230 


















示することができる (142条2項 (b)) 31。これにより照会を受けた環境裁判所における扱いについて
は、法149T条に定めが置かれている。
執行命令 (enforcementorder)は、環境裁判所の権限である (314条、 319条)。
29 279条は、環境裁判官が単独でなすことのできる命令等を列挙する条項である。
30 第12部は、宣言、執行及び付加的権限に関する定めをしている。






































































33 experts evidenceは、ぞれ自体大きな論点である。包括的研究として、 IanFreck巴lton日ndIIugh Selby， Expert 
Evidence (Lawbook Co， 2013)がある。 Qldの計画・環境裁判所裁判官としての経験を踏まえて論ずる文献として、
ME Rackemann， supra note 12， Judge Michel Rakemann，“'Exterl evidence reforms-Hoωare they working? "， 














のうち特定事件分野に着目した Special Case Management Listを設けて、その中に
Administrative Law List35も設けて特定判事をその担当判事に指名している360また、オーストラ
リアの連邦巡回裁判所 (FederalCircuit Court of Australia)37は、いくつかの領域に関して、専門
裁判官によるパネルを設けており、そのうち、 AdministrativeLaw and Migration Panelは、行政













34 兼子仁「特殊法の概念と行政法」杉村章三郎先生古稀記念『公法学研究 上~ (有斐閣、 1974年)233頁、『行政法
総論~ (筑摩書房、 1983年)39頁以下を参照。
35 Administrative Law Listにおいて扱われる事件は、政府、公務員及び(消費者取引業者・借地審判所のような)
行政審判所の決定に関する審査を求める事件であるという (SupremeCourt of New South Wales 2012 Annual 
Review. p. 23)。
36 Supreme Court of New SOllth Wales 2012 Annual Review. p. 22 
37 この裁判所は、 FederalMagistrat草sCourt of Australiaが、 2013年に名称変更されたものである。






































42 lochard L. Revesz，“Stecialized Courts and the Administrative Lawmakillg System "， 138 U. Pa. L. Rev. 11 
(1990) . なお、行政専門裁判所に関しては、 HaroldH. Bruff， "Stecialized Courぉ inAdministrative Laω" 43 






















NSW 州の土地・環境裁判所は、 1980年に、ぞれまでに存在したLocal Government Appeals 
Tribunal等を廃止して設置された裁判所であり、同裁判所に提訴できる事項は、一部の例外を除き、






43 以上に関して、 RichardL. R即時Z，Ibid. pp. 1112-11150 
44 オーストラリアのタスマニア (Tasmania)州には、資源管理及び計画不服審判所 (Resource Management & 













































































51 英国は、計画関係の事件は、高等法院(High Court)のQu巴en's Bench Divisionに設けられている行政裁判所
(Administrative Court)の管轄とされていたが、事件処理のスピー ドアップなどを目的に、 2014年4月からは、
Planning Court c1aimsなる事件について、 PlanningLiaison J udgeが専門の裁判官の名簿 (PlanningCourt specialist 
list)から担当裁判官を割り当てる方式が採用された。 TheCivi1 Procedure (Amendment No. 3) Rules 2014が挿入



















. The Hon. Justice Brian Preston， Chief Judge of Land and Environment Court of NSW 
. The Hon Justice Mahla L. Pearlman， Chief Judge of Land and Environment Court of NSW (as of 
2001) 
. His Honour Judge Michael Rackemann， Judge of the District Court of Qld and Judge of the 
Planning and Environment Court of Qld 
. John Trickett. President of the Land Court of Qld 
. His Honour J udge Michael Bowering， Senior J udge in Environment. Resources and Development 
Court of SA (as of 2001) 
. Mr. Michael Moore， Registrar of District Court of SA (as of 2001) 
. Judge Craig Thompson， Environment Court of New Zealand 
52 Brian]. Preston， supra note 4. p. 411. "a multi door courthouse"に関しては、 Brian]. Preston， “The Land and 
Environment Court 01 New South Wales: Moving towards a multi-door courthouse -Part 1 "， (2008) 19 ADRJ 72、
及びPartI (2008) 19ADR] 144をも参照。
53 Gerry Bat巴s，supra note 2， p. 870f. 
51 オーストラリア連邦にあっては、司法権と行政権との稼力分立から、裁判所が妥当性審査をするととは憲法違反で
あるとされている O
55 筆者は、碓井光明「総合的行政不服審判所の構想」塩野宏先生古稀記念『行政法の発展と変革I'j(有斐閣、 2001
年)1頁、 1頁以下において、オーストラリアにおける総合的不服審判所における妥当性審査に関して簡単に触れた。
-121-
